
特記仕様書 

 

南箕輪村役場　総務課 

工事の実施にあたっては、指定された図書を参考とし、かつ、以下の事項について施工

条件とする。 

本工事の施工にあたっては、「国土交通省 公共建築工事標準仕様書」・「長野県土木工

事共通仕様書」・「長野県土木工事施工管理基準」・「土木工事現場必携・出来形管理基

準・写真管理基準」等に基づいて実施すること。 

 

１ 工事内容 

(1) 工事名 令和７年度 庁舎北側フェンス入替工事 

(2) 工事概要 閲覧設計書のとおり 

(3) 本工事箇所に関連する測量・設計委託の成果資料、及び地質調査等の報告資料は閲覧が

可能である。また、契約後は貸与も可能である。 

２ 工期関係 

(1) 工期 令和 ７年 11 月 30 日まで 

(2) 工期には、施工に必要な実日数(実働日数)以外に、準備・後片付け期間及び雨天・休日

等(日曜日・祝日・夏期休暇及び年末年始休暇の他、作業期間内の全土曜日を含む)を含

んでいる。 

３ 工程関係・通行制限など 

(1) 本工事において、施工期間及び施工方法等に下記の制約条件があるため、適切な処置

を行うこと。 

４ 工事書類の簡素化 

受注者は、本工事が工事書類簡素化の対象工事に適用するかを発注者へ確認し、適用対

象となる場合は、工事書類の簡略化を行うか選択することができる。なお、簡略化を行う

場合は、原則として長野県の「工事書類簡素 化ガイドライン」及び「工事関係書類一覧

表」によることとする。 

５ 施工計画書 

施工計画書は、共通仕様書・土木工事現場必携に基づき、設計図書、本特記仕様書及び

現場条件等を考慮し、現場での工事等の着手前又は施工方法が確立した時期に作成し提出

すること。 

６ 施工体制に関する事項 

受注者は、適切な施工体制を確保し、下請負人を含む工事全体を把握して運営を行うこ

と。特に、社会保険へ の加入については、建設業の人材確保において重要な事項であるこ

とを踏まえ、自社はもとより、全ての下請負人について加入状況の確認を行うこと。 

 制約事項 位置等 制約条件・内容
 庁舎開庁日に

おける施工 －

庁舎開庁日は職員が駐車場を利用するため、影響が最小

限となるように施工内容・工程等を調整すること。



７ 用地関係 

(1) 用地の借用 

・ 受注者側で必要な用地の借用、及びこれに伴う諸手続きについては、受注者側で対応す

ること。 

・ 借地等は原形復旧を原則とし、所有者又は管理者等と立会のうえ、借地期間内に返還ま

で完了すること。 

8 仮設工関係 

(1) 公道及び私道を工事用道路として使用する場合は、交通整理及び安全管理を十分に行

い、事故や苦情の原因とならないようにすること。また、使用中に道路及び付属施設を

破損した時は、受注者の責任において速や かに原形復旧すること。 

(2) 仮設工は撤去を原則とする。なお、現場条件により周囲の構造物等に影響を与えると認

められることが判明した場合は、撤去方法について協議をすること。 

(3) 受注者に起因する工期延長等に伴う仮設材の費用は、原則として設計変更しない。 

(4) 足場を設置する場合は、原則として「労働安全衛生規則の一部を改正する省令」(厚生

労働省公布)による、手 すり先行工法を採用するものとする。 

(5) 発注者が想定している任意仮設については、閲覧設計書、参考図に示したとおり。 

(6) 受注者は、明示された条件に基づき、自主的に工法を選定し、構造設計等必要な検討を

行い施工するものとする。なお、明示した条件と現場が一致しない場合や明示されてい

ない条件について予期することができない 特別な状態が生じた場合において、必要と

認められるときには、変更の対象とする。 

(7) 指定仮設については、図面、数量総括表及び閲覧設計書に示したとおり。 

(8) 附帯工の範囲は管理者との立会・協議により決定する。 

9 使用材料関係 

工事で使用する材料は、長野県土木工事共通仕様書材料編により｢材料承認願｣で確認を

受けなければならないが、一括承認済の資材等については、確認は不要である。一括承認

済みの資材については、管内建設 事務所がホームページ等で周知している主要建設資材

(生ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄ積ﾌﾞﾛｯｸ、ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品、ｱｽ ﾌｧﾙﾄ合材(新材)、路盤材(新材))の他、

JIS 認定品を対象とする。 

10 発生土・廃棄物・再生資源関係 

共通仕様書に規定される、再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理に基づき、建

設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図ること。 

 

11 品質・技術管理関係 

発注者が指定した土木構造物の建設材料については建設資材の品質記録を作成し、工事

完了時に提出す ること。 

12 その他 

その他、本特記仕様書にに記載のない事項及び疑義の生じた事項については、担当課と

の協議により決定する。


